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林
業
成
長
産
業
化
地
域
創
出
モ
デ
ル
事
業 

❸

定
し
林
野
庁
に
応
募
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

昨
年
の
４
月
末
、
全
国
16
の
林
業
成
長
産
業

化
地
域
の
一
つ
と
し
て
選
定
さ
れ
ま
し
た
。

森
林
資
源
の
循
環
利
用
が

で
き
る
環
境
づ
く
り

　
新
た
な
原
木
需
要
に
対
応
し
、
地
域
の
成

熟
し
た
森
林
資
源
を
余
す
こ
と
な
く
活
用

し
て
い
く
た
め
に
は
、
今
ま
で
の
町
単
位
で

「
林
業
成
長
産
業
化
地
域
」

の
選
定

　
高
吾
北
地
域
は
、
高
知
県
の
中
部
に
位
置

す
る
仁
淀
川
町
、
佐
川
町
及
び
越
知
町
の
３

町
か
ら
な
り
、
四
国
の
屋
根
で
あ
る
石
鎚
山

系
の
山
々
に
囲
ま
れ
、「
仁
淀
ブ
ル
ー
」
で

知
ら
れ
る
清
流
仁
淀
川
が
流
れ
る
豊
か
な
自

然
に
恵
ま
れ
た
地
域
で
す
（
図
―
１
）。

　
当
地
域
に
お
け
る
森
林
は
戦
後
造
成
さ
れ

た
人
工
林
を
中
心
に
充
実
し
、
地
域
の
森

林
面
積
（
４
６
，
３
４
５
ha
）
の
７
割
を
人

工
林
が
占
め
、
そ
の
９
割
が
９
齢
級
以
上
に

達
し
て
い
ま
す
。
一
方
、
地
域
内
の
年
間
素

材
生
産
量
は
28
千
立
方
メ
ー
ト
ル
程
度
に
留

ま
っ
て
お
り
、
地
域
の
資
源
量
に
見
合
う
森

林
資
源
の
循
環
利
用
が
行
わ
れ
て
い
な
い
現

状
が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
地
域
に
お
け
る
森
林
経
営
計
画
の

認
定
面
積
は
民
有
林
の
面
積
の
４
％
程
度
に

あ
た
る
１
，
２
０
０
ha
程
度
と
低
位
な
状
況

に
あ
り
、
林
業
事
業
体
が
よ
り
安
定
し
た
経

営
を
行
っ
て
い
く
た
め
に
も
、
面
的
に
ま
と

ま
っ
た
森
林
経
営
計
画
を
さ
ら
に
広
げ
て
い

く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
中
、
平
成
28
年
４
月
、
地
域
内

に
年
間
５
万
立
方
メ
ー
ト
ル
の
Ｂ
材
を
必
要

と
す
る
大
型
製
材
工
場
が
操
業
を
開
始
し
ま

し
た
（
写
真
―
１
）。

　
こ
れ
は
地
域
材
を
利
用
で
き
る
環
境
に
な

か
っ
た
当
地
域
に
明
る
い
光
を
与
え
る
も
の

で
あ
り
、
地
域
が
一
体
と
な
っ
て
対
応
し
て

い
く
必
要
か
ら
、
高
吾
北
地
域
の
３
町
並
び

に
林
業
関
係
者
等
が
連
携
し
、「
林
業
成
長

産
業
化
地
域
」
を
目
指
し
た
地
域
構
想
を
策

表―１　林業成長産業化地域として達成を目指す目標

【指標①】
新規林業就業者数：30人（H29～H33）
【指標②】
素材生産量：2.8万㎥（H28）→5.8万㎥（H33）
【指標③】
森林経営計画の策定面積：

1,216ha（H28）→2,216ha（H33）
【指標④】
製材品生産量（CLTラミナ）：

1千㎥（H28）→10千㎥（H33）

の
森
林
管
理
の
枠
を
取
り
払
い
、
行
政
区
域

を
越
え
た
「
計
画
的
か
つ
安
定
的
な
原
木
増

産
体
制
の
確
立
」
や
、「
よ
り
効
果
的
な
原

木
供
給
・
流
通
管
理
体
制
の
構
築
」
へ
の
取

組
を
行
う
と
と
も
に
、
独
自
の
林
業
研
修
制

度
や
自
伐
型
林
業
の
推
進
な
ど
、
担
い
手
確

保
の
取
組
を
進
め
、
森
林
資
源
を
循
環
利
用

で
き
る
環
境
を
整
備
し
て
い
き
ま
す
（
図
―

２
）。

　
ま
た
、
そ
の
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
を
地
域

の
雇
用
創
出
や
林
業
事
業
体
の
経
営
力
向

上
、
森
林
所
有
者
へ
の
利
益
還
元
の
拡
大
に

つ
な
げ
、
地
域
の
林
業
・
木
材
産
業
の
成
長

産
業
化
の
実
現
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
（
構

想
の
最
終
年
度
（
平
成
33
年
度
）
の
達
成
目

標
は
表
―
１
の
と
お
り
）。

原
木
増
産
体
制
の
確
立

　
原
木
の
安
定
供
給
に
は
、
集
約
化
に
よ
る

施
業
地
の
確
保
が
非
常
に
重
要
で
あ
る
た

め
、
森
林
所
有
者
や
森
林
資
源
量
の
情
報
を

把
握
・
蓄
積
す
る
必
要
か
ら
、
既
存
の
森
林

資
源
情
報
と
Ｇ
Ｉ
Ｓ
デ
ー
タ
を
統
合
し
た
高

度
な
森
林
資
源
情
報
を
整
備
し
、
適
正
な
路

図―１
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高
知
県
高
吾
北
地
域
の

「
林
業
成
長
産
業
化
」を
目
指
し
て

写真―１　大型製材工場



網
配
置
計
画
を
は
じ
め
、
効
率
的
な
作
業
シ

ス
テ
ム
の
決
定
、
施
業
提
案
の
支
援
が
で
き

る
「
森
林
情
報
シ
ス
テ
ム
」
の
整
備
を
進
め

て
い
き
ま
す
。

　
当
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
、
効
率
的
に
施
業

が
展
開
で
き
る
木
材
生
産
区
域
の
特
定
や
施

業
地
の
集
約
化
が
進
ん
で
い
な
い
地
区
に
お

け
る
中
長
期
的
な
原
木
生
産
・
再
生
計
画
の

策
定
を
加
速
さ
せ
て
い
き
ま
す
。

　
さ
ら
に
は
、
効
率
的
な
生
産
シ
ス
テ
ム
の

導
入
を
促
進
さ
せ
、
生
産
コ
ス
ト
の
低
減
も

図
っ
て
い
き
ま
す
。

原
木
供
給・流
通
管
理
体
制

の
調
整
を
強
化

　
木
材
価
格
は
消
費
先
の
動
向
に
左
右
さ
れ

る
た
め
、
収
益
の
将
来
見
通
し
が
立
て
に
く

い
現
状
が
あ
り
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
地
域
内
外
の
木
材
需
要
情
報

を
積
極
的
に
把
握
し
、
需
要
動
向
や
原
木
供

給
の
情
報
を
関
係
者
で
共
有
す
る
「
Ｉ
Ｃ
Ｔ

を
活
用
し
た
原
木
生
産
管
理
」
に
取
り
組
み
、

需
要
者
ニ
ー
ズ
に
即
時
対
応
で
き
る
体
制

づ
く
り
を
進
め
、
そ
の
変
革
に
よ
り
収
益
を

ア
ッ
プ
さ
せ
て
い
く
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

原
木
安
定
供
給
協
議
会
の

始
動

　
昨
年
の
９
月
25
日
、
地
域
の
豊
富
な
森
林

資
源
を
有
効
活
用
し
た
林
業
・
木
材
産
業

の
成
長
産
業
化
を
実
現
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
、
官
民
一
体
の
推
進
母
体
と
な
る
「
高

吾
北
地
域
原
木
安
定
供
給
協
議
会
」
を
設
立

し
ま
し
た
。
ま
た
、
同
時
に
第
一
回
目
の
協

議
会
を
開
催
し
、
関
係
者
が
構
想
及
び
今
後

５
ヶ
年
の
活
動
内
容
を
共
有
し
、
実
現
に
向

け
た
取
り
組
み
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
ま
し
た

（
写
真
―
２
）。

　
当
地
域
は
、
モ
デ
ル
と
し
て
小
さ
な
地
域

で
は
あ
り
ま
す
が
、
地
域
の
実
情
に
マ
ッ
チ

し
た
無
駄
の
な
い
仕
組
み
づ
く
り
を
着
実
に

一
つ
ひ
と
つ
進
め
、
そ
の
成
果
を
県
内
外
の

地
域
に
波
及
さ
せ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

（
高
知
県
高
吾
北
地
域
原
木
安
定
供
給
協
議

会
事
務
局
：
仁
淀
川
町
産
業
建
設
課
林
業
振

興
係
）

【構想図】高吾北地域原木安定供給体制構築モデル事業

取組
の

目的

地域の林業振興に向けた森林情報の集約化や森林管理をおこなう「⾼吾北地域原木安定供給協議会」に、①地域が一体と
なった計画的かつ安定的な原⽊増産体制の確⽴、②効率的な原木供給・流通管理体制の調整機能を整備し、そのメリッ
トを雇用の創出、事業体の経営力の向上､ 森林所有者への還元に繋げ、地域の林業・木材産業の成長産業化を実現する。

高吾北地域原木安定供給協議会
構 成 員：仁淀川町、佐川町、
越知町、仁淀川林産協同組合、
仁淀川森林組合等
オブザーバー：嶺北森林管理署
長、県中央西林業事務所長

木材需給のマッチング
①	需要動向や原⽊供給等の情報共有
②	ICT を活⽤用したジャストインタイムの原

⽊生産管理
③	地域内外の効率的な原⽊流通の調整機能
④需要に即時対応した原⽊供給管理

担い手確保
①	⾃伐型林業のモデル構築（佐川町）
②	林業研修制度による担い⼿確保（仁淀川

町）
③新規就業者の定着促進（よさこい祭り等）

　原木の安定供給
①	中⻑期的な原⽊生産・再⽣計画の策定
②	森林経営計画策定により森林の再造成を

推進
③	施業地毎の効率的な作業システムの決定
④	⽊材⽣産区域における安定的な原木生産
⑤⾃伐型林業モデルの構築（作業道の整備）

施業の集約化
①	⾼度な森林資源量情報の取得
②	効率的な事業地（⽊材生産区域）の特定
③	施業の集約化（地区説明会の開催等）
④	森林情報システムの構築

仁淀川
町 佐川町

越知町

原木供給

森林管理
マネジャー

B 材供給

A 材供給

Ｃ材・Ｄ材供給

製品供給

図―２

地域が一体となった新木材流通システムで林業を再生するぜよ！
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写真―２　高吾北地域原木安定供給協議会

⾼吾北流域

工務店

製材所

原木流通
コーディネーター

嶺北地域
【高知おおとよ

製材㈱】

山元への
利益還元の拡⼤

事業体の
経営⼒向上

「新木材流通システム」
による森林資源の循環利用


